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令和２年度実施事業の評価・検証について 

 

 

１．まちづくり総合委員会での評価・検証の趣旨 

 

(1) 長期総合計画は、「めざすまちの将来像」を実現するため、計画で設定する目標の 

達成状況を評価・検証し、効率的な施策の改善を図る体制として、 

まちづくり総合委員会を設置することを定めています。 

長期総合計画では、計画の進捗を客観的に評価・検証する成果 

指標（重要行政評価指標（KPI））を設定しています。 

 

 

(2) 総合戦略は、住民、地域、団体、企業、行政など町全体で共有し、協働して推進する

計画であるため、ＰＤCA の各過程においても、町全体が関わる体制

を構築し、高い実行性を確保することが必要です。北広島町総合戦略

では、町内各界各層とともに推進・検証をしていくための有識者会議

として、まちづくり総合委員会を設置することを規定しています。 

また、総合戦略の推進にあたっては、長期総合計画と整合した成果 

指標（重要行政評価指標（KPI））を設定しています。 

 
          ※ 「長期総合計画と、人口ビジョン・総合戦略との関係」は、Ｐ４（参考２）を参照ください。 

 

 

（３） 地方創生推進交付金は、「地方版総合戦略」に基づく、地方公共団体の自主的・ 

主体的で先導的な取り組みを支援することにより、地方創生の深化を

促すことを目的とした国の財政支援です。 

地方公共団体は、必要な支援措置を記載した地域再生計画を作成

し、内閣総理大臣の認定を受けることで、財政支援を活用することが

できます。 

   国の交付金制度要綱では、事業の実施状況に関する客観的な指標（重要業績評価指標 

（KPI））を設定の上、その達成状況について、原則、毎年度検証するよう努めるものと規 

定されています。 

交付金活用事業は、総合戦略で設定した成果指標（重要行政評価指標（KPI））の達成状 

   況について、外部有識者としてまちづくり総合委員会が効果検証を行います。 

 

 

 

地方創生

Ｐ1 



 
 

2．令和２年度実施事業の評価・検証 

 

（１） 評価・検証の手順 

 令和２年度実施事業についての評価・検証を、次の手順で実施します。 

 

 

 

 

 

（２） 事業担当課による内部評価 
 

① 第２次北広島町長期総合計画・総合戦略の推進にあたって、令和２年度における個別 

事業の進捗状況について、成果指標に照らして評価したうえ、成果及び課題、次年度の 

取組の方向性について検証し、成果指標進捗状況調書にまとめました。   P5～Ｐ20  

 

【令和２年度における成果指標の状況】                 

※ 個別事業の事情により評価が難しいもの（３件）は、含めていません。 

 

② 地方創生推進交付金活用事業について、事業の進捗状況、成果について評価したう 

え、課題、次年度の取組の方向性について検証し、評価シートにまとめました。 

Ｐ２1～Ｐ24   

施策分野 

進捗状況の評価基準（５段階評価） 

完了 
概ね 

順調 

少し遅れ 

ている 

遅れて 

いる 

目標達成 

が困難 

【施策分野１】 

みんなで創造する実りと 

活力のあるまち 

１ ６ ３ １ ５ 

【施策分野２】 

誰もが愛着を持って 

暮らせるまち 

３ １３ １ １ ６ 

【施策分野３】 

心身ともに健やかで 

安心して暮らせるまち 

３ ５ ３ ２ ３ 

【施策分野４】 

やすらぎと便利さを 

感じられるまち 

５ ８ １ ３ １ 

【施策分野５】 

住民と行政が一体となって 

未来を創造するまち 

２ ３ １ ０ ０ 

全  体 １４ ３５ ９ ７ １５ 

 

担当課 

内部評価 

まちづくり総合委員会 

外部評価 

担当課 

見直し改善 

Check Action 
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（２） まちづくり総合委員会による評価・検証 
 

評価の客観性を高め効率的な施策の改善を図るため、まちづくり総合委員会において、 

事業担当課による内部評価（目標達成に向けた施策・事業の実施、成果及び課題、次年度の 

取組の方向性）について、ご意見をいただきます。 

まちづくり総合委員会での個別事業に関する具体的なご意見につきましては、各事業担 

当課に照会し、後日回答いたします。 

 

Ｐ3 



 
 

（３） 事務事業の見直しや改善 
 

計画の着実な進捗を図るため、評価、検証の結果によって明らかとなった課題等を踏 

まえ、事務事業の見直しや改善に努め、「Plan（計画）」「Do（実行）」「Check（評価、検 

証）」「Action（改善）」サイクルを確立します。 

評価結果については、透明性を確保するためホームページを通じて、広く公表します。 

 
 

（参考１） 北広島町まちづくり基本条例 

(評価) 
第 41条 町は、総合計画などの重要な計画、予算、決算、事務内容などについて評価を実施しなければ
ならない。 

2 町は、前項の評価の結果を分かりやすく住民に公表し、政策や事務執行に反映しなければならない。 

 

 

（参考２） 長期総合計画と、人口ビジョン・総合戦略との関係 

 

「地方人口ビジョン」・「地方版総合戦略」の策定は、法律上は努力義務ですが、「まち・ひと・

しごと創生」に関する施策として国の交付金を受けるための前提条件であり、国の「長期ビジョ

ン」・「総合戦略」を勘案して、平成２７年度中に、ほぼ全ての県・市町村で策定されました。 

北広島町では、人口減少と地域経済縮小の克服を目指し、「まち・ひと・しごと創生法」に基づ

き「北広島町人口ビジョン」・「北広島町総合戦略」を平成 27年 10月に策定しました。 

 

 

 
 

 

・ 北広島町人口ビジョン （対象期間：2060年まで） 

 ・ 北広島町総合戦略 （計画期間：平成 27年度から平成 31年度までの５年間） 

 

※令和元年１２月、国の「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定されたことを受け、 

令和２年４月、「第２期北広島町総合戦略（計画期間：令和２年から令和６年度までの５年間）」 

を策定しています。  （従来の目指すべき将来の方向性に、 （４）関係人口の創出・拡大による都市部との 

つながり強化、（５）新しい時代の流れを力にする Society5.0、SDGｓの推進を追加しました。） 

 

総合戦略は、第２次長期総合計画の基本構想と基本計画の一部、実施計画の一部 

と位置付けています。 

 

Ｐ4 



　

  施策分野Ⅰ　みんなで創造する実りと活力のあるまち

１．活力ある産業のまちづくり

（１）農業・畜産業の振興

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

新規就農者数   農林課 件 （Ｈ28）      7 8 9 9 10 15 少し遅れている
新規就農総合対策

事業

新型コロナの影響で就農フェア等へ参加が

できなかっため、R3年度研修生については

未確保の状況。

毎年２名の研修生確保

コロナの状況はあるが、就農フェアへの参

加、ホームページでのＰＲを行い、Ｒ4年

度研修生2名の確保を図る。

集落営農法人等による

集積面積
  農林課 ha （Ｈ27）  821 829 847 892 898 921 少し遅れている 農地中間管理事業

農地中間管理機構から農地を借り受けた法

人及び個人に地域集積交付金を交付する事

業を活用しながら、担い手への農地集積を

推進。

担い手への農地集積及び集積農地の飛び

地解消

引き続き農地中間管理機構及び地域集積

交付金等を活用しながら、担い手への農

地集積を図っていく。

学校給食地産地消促進

事業

  農林課

  学校教育課
― ― ― ― ― 30％増 少し遅れている

各学校への地元食

材提供

・町の食材や郷土料理により給食を提供。

※ふるさと夢プロジェクトの取組として実

施していた本町の食材を利用した「給食メ

ニューコンテスト」は中止。

・町の食材や伝統に基づく調理方法に対

する関心を高めることができた。

・地域の産業や文化に関心をもち、食材

や生産者への感謝の気持ちを育むことが

できた。

・安定的な供給、流通ルートがないので、

農業振興サイドとの連携による食材の確

保が必要。

・引き続き、食に関する指導として町の農

産物を活用。学校給食でも町の農産物を使

用し、子供たちが地域の産業に関心を持ち

感謝の気持ちを育むための取組を行う。

・学校給食で郷土料理を提供し、子供たち

が地域の文化に関心を持てるような取組を

行う。

北広島町軟弱野菜ブランド

構築事業
  農林課 ―

周年モデル

販売検討

周年販売

実施

統一ロゴの

検討

 統一ロゴ

 販売等
構築 概ね順調

町野菜ブランディ

ング事業助成金事

業

町内ホウレンソウ袋の統一ロゴ作成の支援

を行わない、統一ロゴによるモデル販売を

実施。

北広島町産ホウレンソウブランデイングへ

の取組

ロゴ作成支援を行なうととともに、野菜フ

ェア等を通じて販売促進・PR等に取り組

む。

（２）林業・水産業の振興

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

里山林の整備面積（放置

林整備・竹林伐採）
  農林課 ha （Ｈ27）      8 15.36 22.29 18.43 20.4 20 概ね順調

里山林整備、森林

保全活動、特認事

業

里山林整備（放置林、竹林整備）、森林保

全活動（山の日の取組）、特認事業（テン

グシデ周辺林整備、龍頭山山頂整備、ナラ

の森林整備、雲月山自然再生）

森林整備に対する意識の高揚に繋がる活

動が出来た。

ひろしまの森づくり事業第3期の最終年。

バッファゾーン整備やチッパーによる竹林

整備を推進。担い手育成や地域活動（特認

事業を3カ所で実施）を推進。

環境貢献林整備面積（間

伐による人工林の健全化）
  農林課 ha （Ｈ27）    50 53 60.35 48.25 60.24 70 概ね順調

人工林整備（間伐）

、作業道開設

手入れ不足の人工林整備に計画的に取り組

んだ。棒路（げんじゅう川線）の作業道補

修を実施。

森林環境税対策に繋がる啓発が出来た。
引き続き人工林整備を推進するとともに、

施業に必要な作業道の開設に取り組む。

森林経営計画の

策定件数
  農林課 件 （Ｈ27）    28 25 16 12 3 40 概ね順調

森林経営計画の策

定（町有林）、認

定業務（民有林）

計画的な認定業務に取り組む。 森林組合等への指導の徹底を図る。
森林経営管理法に基づく経営管理の進捗に

注視し、認定業務に対応する。

（３）商工業の振興

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

企業の本社機能の移転件

数
  商工観光課 件 （Ｈ28）      0 0 0 0 0 1 目標達成が困難 特になし 特になし 0件／本社移転の相談なし 特になし

町内商店数

（減少の歯止め）
  商工観光課 店 （Ｈ26）  222

212

(H29-R3)
目標達成が困難

事業承継支援補助

金

商工会と連携し、補助金を活用して計画的

な事業承継を推進する。
2件／事業者への啓発 目標　事業承継2件

既存事業者の維持的発展

支援件数
  商工観光課 件 （Ｈ28）     3 4 4 3 0

のべ 20

(H29-R3)
目標達成が困難

ビジネス創造支援

補助金
令和2年度持続発展枠の予算なし 持続的発展０件

持続的発展に販路拡大を加えるなど、事業

の見直しを行う。

２．新たな創業と働きやすいまちづくり

（１）新規創業への支援

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

創業相談件数   商工観光課 件 （Ｈ28）     4 6 6 11 9
のべ 25

(H29-R3)
完了 相談窓口

国のよろず支援相談と連携し、対面と専門

家とオンラインで相談できる体制を整え

た。

よろず支援の創業相談はなかったが、そ

の他経営相談はあったのでオンラインで

の相談の可能性が感じられた。

コロナ禍ということもあり、オンライン相

談窓口の周知を図る。また、引き続き商工

会と連携して支援にあたる。

創業支援件数   商工観光課 件 （Ｈ28）     4 3 2 2 2
のべ 20

(H29-R3)
目標達成が困難

ビジネス創造支援

補助金
事業の推進 2件

引き続き、商工会と連携して創業者を支援

する。

P5 P6

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性



 令和2年度実施事業　成果指標進捗状況調書

（２）人を生かす仕組みと働きやすいまちづくり

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

町内企業への訪問・相談

・調整件数
  商工観光課 件 （Ｈ28）  100 32 116 100 47

のべ 500

(H29-R3)
目標達成が困難

コロナ禍で企業訪問は控えた。来訪、相談

等があれば速やかに対応した。企業メール

により、各種情報を提供している。

コロナ禍で、企業の状況把握が課題
町広報紙に企業紹介を新規掲載するため、

企業訪問を行い聞き取りを行う。

町内高卒者の町内事業所

就職者数
  商工観光課 人 （Ｈ27）    10 15 12 9 10

のべ 50

(H29-R3)
概ね順調

ジョブフェスタ事

業、企業訪問事業

【ジョブフェスタ】千代田高校内で企業が

自社ブースを構えて中高生等に自社紹介を

行うもの。

        令和2年度中止（千代田高校主催）

【企業訪問事業】千代田高校、芸北分校の

高校生に町内企業への訪問を行う。

         令和2年度中止（まちづくり推進課）

コロナ禍で中止

【ジョブフェスタ】中止

【企業訪問事業】予定しているが、緊急事

態宣言等の状況により未定

町内企業のインターン

シップ実施企業数

  まちづくり

  推進課
社 （Ｈ28）      5 0 0 0 0

のべ 10

(H29-R3)
遅れている

町内企業長期イン

ターンシップ支援

事業

 広島広域都市圏発展ビｼﾞｮﾝ有給長期ｲﾝﾀｰﾝ

ｼｯﾌﾟ事業と連携し取り組んでいるが、新型

コロナウイルス感染症の影響により、事業

の実施が自粛される。

・なし

・新型コロナウイルス感染症にも対応し

たｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌ実施の仕組み作りが必要

広島広域都市圏発展ﾋﾞｼﾞｮﾝ有給長期ｲﾝﾀｰﾝｼ

ｯﾌﾟ事業と連携した取組

マッチング支援による

雇用者数

【総合戦略に記載するKPI】

  まちづくり

  推進課
人 （Ｈ30）    15 15 19 21

20

（Ｒ6）
概ね順調

北広島町求人情報

センター事業

暮らしアドバイザーによる無料職業紹介所

の運営

・町の紹介による求職者の増、特開金等

の国の制度との連携

・高齢者を対象とした求人情報の拡充

・広島労働局・県商工労働局と連携した情

報発信

・求職者にとって分かりやすい求人情報の

発信

  施策分野Ⅱ　誰もが愛着を持って暮らせるまち

１．個性ある魅力にふれるまちづくり

（１）交流を生むまちの魅力づくりと観光振興

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

入込観光客数   商工観光課 万人 （Ｈ27）   188 179 174 159 108 201 目標達成が困難

観光消費額   商工観光課 億円 （Ｈ27）  33.6 28.9 27.9 27 16.8 36 目標達成が困難

民泊体験・農林業体験

受け入れ者数
  商工観光課 人泊 （Ｈ27）   3,523 2,777 3,568 3107 82 5,800 目標達成が困難

北広島町農山村体

験推進事業

コロナ禍にあっても受け入れ態勢充実を図

るため受入家庭の継続・拡大を行った。

コロナ禍であっても25校の申込みがあっ

たが感染状況により3校のみとなった。単

独で大型校の受け入れをするには家庭数

が少ない。さらに拡大を図る必要がある。

受入家庭数の確保と旅行会社や学校への営

業を強化する。

感染状況により、学校と受入家庭の調整を

行っていく。

民泊体験・農林業体験

修学旅行訪問学校数
  商工観光課 校 （Ｈ27）         3 8 10 7 1 16 目標達成が困難

北広島町農山村体

験推進事業

コロナ禍にあっても受け入れ態勢充実を図

るため受入家庭の継続・拡大を行った。

コロナ禍であっても修学旅行7校・イン

バウンド2校の申込みがあったが感染状況

により修学旅行1校のみとなった。単独で

大型校の受け入れをするには家庭数が少

ない。さらに拡大を図る必要がある。

受入家庭数の確保と旅行会社や学校への営

業を強化する。

感染状況により、学校と受入家庭の調整を

行っていく。インバウンド教育旅行につい

ては、海外での変異種拡大・感染状況が把

握できないため今年度は見合わせる予定。

（２）歴史・文化・伝統の継承と発信

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

行事に参加した人及び関わ

った人の満足度
  生涯学習課 ％ （Ｈ27）   80.1 95 91 95 － 82.1 －

各館企画展・体験

学習会・講座他

イベントが新型コロナウイルスのため、全

て中止したため、実施できていない。

イベントが新型コロナウイルスのため、

全て中止したため、実施できていない。

・伝承館企画展、体験会・芸北民俗博物館

講座・歴史館企画展、講座及び体験会他を

計画しているが、コロナによる変更あり。

町内文化施設への入館・入

場者数
  生涯学習課 万人 （Ｈ27）     2.1 1.6 2.2 2.1 1.5 2.2 目標達成が困難

各館企画展・体験

学習会・講座他
伝承館企画展・芸北民俗博物館講座

新型コロナウイルスのため、休館や、外

出自粛の影響で入館者数の減となった。

・伝承館企画展、体験会・芸北民俗博物館

講座・歴史館企画展、講座及び体験会他を

計画しているが、コロナによる変更あり。

P7 P8

北広島町観光プロ

モーション事業

集客ターゲットに合わせたプロモーション

の実施、ターゲットにあわせたグッズ製作

、ノベルティ配布、インバウンド対象のプ

ロダクト開発

を進めていたが、コロナ禍により大半のイ

ベント・事業が中止・延期となり、特に対

面式でのプロモーションの機会が激減し

た。

やまがたサイクルツーリズム推進協議会に

よるサイクリストの誘客事業も、開催直前

に中止となった。

コロナ禍において可能な範囲でプロモー

ション活動を行った。イベント・資料館

等の施設の誘客は減少したが、山や川等

の屋外施設は増となった。

しばらくの期間はコロナ禍及び終息を見

据えた誘客活動を継続していく必要があ

る。

コロナ禍において安全を第一に、自然・少

人数・近場等のニーズに応えられるプロモ

ーションを実施。

前年度に引き続き、冬季プロダクト開発と

グリーンシーズンのスキー場利用を強化す

る。

公共交通の脆弱をサイクルツーリズムによ

り補完し、ツアー造成を行い誘客を図る。

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性



　

２．住みたくなる・帰ってきたくなるまちづくり

（１）移住・定住を促すＰＲと受け入れ体制の強化

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

Ｕターン奨励金の交付件数
  まちづくり

  推進課
件 （Ｈ27）     19 9 11 13 9 30 概ね順調

Uターン促進対策

事業

転入時に制度を周知

申請のあったものに補助金交付
若年層のニーズに沿った施策が必要

ふるさと回帰のきっかけとなる補助金の

見直し

北広島町只今倶楽部会員

数

  まちづくり

  推進課
人 （Ｈ28）       2 0 0 0 2 15 完了

Uターン促進対策

事業

公式LINE等による情報発信をすることで会

員に限らず情報収集が可能となったため事

業見直しにより廃止した。

事業廃止 ―

定住施策捕捉分による定住

者数

  まちづくり

  推進課
人 （Ｈ27）     46 54 64 67 62

のべ 300

(H29-R3)
概ね順調

住宅建築補助

空き家情報バンク

Uターン奨励金

申請があった者に補助金等交付

うち「ＵＩターン者」

住宅建築補助　35人

空き家バンク　18人

Uターン奨励金　9人

町内在住者の申請が大半を占めており転

出抑制にはなっているが、UIJターン者の

申請は伸び悩んでいる。

定住促進となる補助金の見直し

移住後のフォローアップの強化と移住者

間のネットワークづくり

（２）暮らしの基盤となる住環境の充実

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

空き家バンク新規登録件数
  まちづくり

  推進課
件 （Ｈ22～26）94 87 66 87 112

100

(H29-R3)
概ね順調

空き家情報バンク

制度事業

登録有効期間が経過した利用者登録者名簿

の精査を実施。

空き家物件の人気が高まっており新規利

用登録者数は微増

引き続き暮らしアドバイザーによる相談

強化GIS機能活用

空き家情報バンクでの物件

の成約数

  まちづくり

  推進課
件 （Ｈ27）      20 27 27 30 30 50 概ね順調

空き家情報バンク

制度事業

コロナ禍で移動制限中、内見中止期間があ

った。

農地付き物件は農林課（農業委員会）と

連携し情報共有した。

新規物件の掘り起こし

登録物件の老朽化

移住後のフォローアップ

地域とのマッチング（集落支援員との連

携）

３．夢と希望、豊かな学び合いにあふれたまちづくり

（１）子供の健やかな成長を支える環境づくり

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

「子育てに不安や負担を感

じない」と思う人の割合
  福祉課 ％ （Ｈ25）    49.8 －

普通44.3

やや満足

16.9

－ － 60.0 － アンケート調査の実施を行っていない。 不明 アンケート調査の実施は行わない。

「子育て世代包括支援セン

ター」の設置
  福祉課 ― － 設置 完了 完了 完了 完了

相談支援

全戸訪問

ブックスタート

命の授業

相談支援体制の構築

ネウボラの周知

子育て支援アプリ「母子モ」活用

相談件数

面談  1,545件

電話　　572件

引き続き、妊娠期から子育て期の切れ目

のないサポートを実施

虐待の早期発見・早期支援

保育施設適正配置   福祉課 ― － 説明会開催
説明会開催

・準備期間
準備期間 配置完了 概ね順調 保育施設適正配置

川戸保育所及び芸北つくし保育園保護者

説明会実施新庄保育所保護者説明会実施

川戸保育所及び芸北つくし保育園閉所

（園）

新庄保育所について、保護者及び地域へ

説明会を実施し令和３年度末閉所を検討

「遊び場創生プロジェクト」

による遊び場環境確保
  福祉課 ― 計画策定 － － 遊具設置 － 目標達成が困難

きたひろ遊び場マ

ップ作成

ホームページにきたひろ遊び場マップを

掲載
新規の遊具設置は困難

遊具の設置については、財政状況を鑑み

ると困難

婚活イベント参加者数   福祉課 人 （Ｈ28）       36 84 75 70 0
のべ　200

(H29-R3)
概ね順調

婚活イベントを実

施する団体等へ支

援する

新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

めイベント中止
－ 引き続きイベント実施団体へ支援を行う

婚姻届提出件数

【総合戦略に記載するKPI】
  町民課 組 （Ｈ30）       46 46 46 56

60

（Ｒ6）
概ね順調

ひろしま出会いサポートセ

ンター

【総合戦略に記載するKPI】

  福祉課 人 （Ｈ28）       36 84 75 60 62
のべ　200

(H29-R3)
概ね順調 県との連携 県との連携

登録者数内訳

男性35人、女性27人

センター運営を県から公益財団法人広島

子ども夢財団に移管。「こいのわ出会い

サポートセンター」と名称変更

P9 P10

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性



 令和2年度実施事業　成果指標進捗状況調書

（２）ふるさとに誇りを持ち、たくましく生きる子供・若者・大人の育成

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

将来、北広島町に住みたい

と思う中学校３年生の割合
  生涯学習課 ％ （Ｈ27）      35 35 33 35 40 50以上 少し遅れている

全国体力・運動能力、運動

習慣等調査における小学校

５年生及び中学校２年生の

体力合計点

  学校教育課 点

（Ｈ27）

         小５

     男 61.18

     女 64.35

         中２

     男 49.20

     女 58.46

小5

男59.58

女60.13

中2

男45.32

女55.77

小5

男58.44

女62.86

中2

男46.29

女59.19

小5

男59.50

女63.00

中2

男46.50

女59.50

　　小5

　男55.00

　女60.00

　

　　中2

　男43.68

　女48.89

※コロナ禍の

影響で，本調

査が中止と

なったため，

各種目を行う

ことができな

かった児童生

徒が多数い

る。よって，

上記の数値は

参考値とす

る。

小5

男61.25

女64.40

中2

男49.30

女58.50

概ね順調

小学校校長会主催

の陸上記録会への

助成

・県教委指導主事要請訪問等を活用して、

各校の要望に応じた支援を行った。

・コロナ禍の影響で調査自体は中止とな

ったが、可能な限り各種目を実施するよ

うに促し、得られた結果を指導に生かす

ように助言した。

コロナ禍の影響で、体育の授業や体育的

行事等を、通常通り実施することが困難

であった。

可能な限り対策を行って取り組んだが、

児童生徒の運動量も減少し、目標値に迫

ることができなかった。

・全国や県の調査は、小５及び中２を対

象としているが、本町においては、全学

年（小１～中３）を対象として調査を実

施し、その結果を指導に生かすように助

言する。

・授業改善と体力づくりに関わる情報提

供及び機会を捉えた指導助言を行う。

・各校の体力づくりの取組についての実

践交流の場を設置する。

広島県「基礎・基本」定着

状況調査及び全国学力・学

習状況調査における平均通

過率

  学校教育課 ％

（Ｈ28）

       県65.7

　全国64.9

県68.7

 全国65.5
全国63.6 全国64.5

全国73.4

※コロナ禍の影

響で，本調査が

中止となったた

め，上記の数値

は学校独自で同

内容の問題に取

り組んだ数校分

の通過率の平均

を，参考値とし

て示している。

県平均

プラス３

　

全国平均

プラス５

概ね順調

町主催の「学びの

変革推進協議会

（年３回）を実施

全国学力・学習状況調査は中止となった

ため，学校単位で実施したものについて

は，その結果をもとに児童生徒の実態分

析を行った。

・各教科において，目標値を上回った。

・記述式の問題の正答率が低い。

・町主催の「学びの変革推進協議会」に

おいて，各校の研究推進計画を交流する

とともに，授業改善等に係る好事例を積

極的に情報提供していく。

・全国学力・学習状況調査の結果及び，

児童生徒学習意識調査の分析を踏まえた

授業改善に係る指導助言を行う。

地元高等学校数   学校教育課 校 （Ｈ27）     3 3 3 3
3

維持

3

維持
概ね順調

地元高等学校の特

色ある取組、中高

連携業、クラブ活

動などに対し支援

地元高等学校存続に向け、各校の魅力づ

くりに向けた取り組みに対し支援を実施

・補助金を活用し、各学校が特色ある取

り組みを実施

各校の魅力づくりに向けた取り組みに対

し、引き続き支援を実施。

地域による学校支援組織の

数
  学校教育課 組織 （Ｈ27）     3 3 3 3 3 4 概ね順調

保育所、小・中学

校、高校との連携

のための会議を実

施

課題に応じて、適宜、委員会・連携会等

を開催

スムーズな就学・進路支援と教育内容の

充実を図るため、継続的に会議を開催

・会議等において学校運営や教育活動等

に対し，情報共有，課題分析を行いなが

ら取り組んでいく。

・未設置豊平地区についても、小中一貫

校の強みを生かしなら、同様の取り組み

を実施し機能充実を図る。

コミュニティー・スクール

指定校数
  学校教育課 校 （Ｈ28）      2 3 3 3

6

4組織

10

7組織
概ね順調

学校と地域、家庭

との連携のための

会議を実施

学校運運営協議会の開催（大朝３回・壬

生４回・八重４回・豊平３回）

開かれた学校づくりを進めるため、継続

的に会議を開催

・会議において学校運営や教育活動等に

対し意見をきただきながら、学校運営に

還元していく。

・令和３年度設置の芸北小・中、八重東

小、本地小の円滑な運営、千代田中・新

庄小の設置について検討・準備を進めて

いく。

P11 P12

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性



　

（３）生涯を通じた学習・スポーツの振興

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

４地域の公民館（地域づく

りセンター）の利用者数

（図書館利用を除く）

  まちづくり

  推進課

  生涯学習課

万人 （Ｈ27）    5.3 5.1 5.5 4.6 2.3 5.8 遅れている

令和２年度は新型

コロナウイルスの

影響で、施設が利

用できなかった等

の原因により、目

標値を下回った

新型コロナウイルスにより利用制限を行

った。
コロナ禍における事業展開方法の検討

コロナ禍における町民の生涯学習事業の

展開、アフターコロナに向けた事業準備

チャレンジデーの全町参加

率(生涯スポーツの推進）

  まちづくり

  推進課

  生涯学習課

％ （Ｈ28）    48 52.10 56.40 59.60 0 55 完了
チャレンジデー

2020中止

令和２年度は新型コロナウイルスの影響

を受け実施を中止した。

コロナ禍における町民の運動実施率の

向上に向けた取り組みを検討する必要

がある。

当初予定していた５月からコロナウイル

スの影響を受け１０月に延期となった。

目標値は越えたがさらなる町民のスポー

ツ実施率向上につながる事業になるよう

に検討。

施策分野Ⅲ　心身ともに健やかで安心して暮らせるまち

１．誰もが安心して暮らせるまちづくり

（１）健康づくり・元気づくりの推進

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

元気づくり推進事業におけ

る元気リーダー実人数
  保健課 人 （Ｈ27）    215 404 446 463 477 460 概ね順調

・元気リーダー養

成研修 3月（後期）

・事業周知：医療

機関ポスター掲示、

広報記事、きたひ

ろネット放送、ホ

ームページ

・令和２年４～５月（令和2年3月からの

休止継続）は、新型コロナウイルス感染

症対策のため、活動を中止した。6月から

再開したが、中止期間中も委託事業者が

参加者の意欲が低下しないためにチラシ

作成配布、電話連絡等を継続して行った。

・毎月、委託業者と連携会議を開催し、

実施状況報告、対応の必要な参加者の情

報共有等を行った。

・元気リーダー477人

・平成25年度から事業を開始し、8年経

過した。

・体力測定等を行い実施状況や成果を見

える化する。

・元気リーダーの意欲が継続するために

、委託事業者と連携し事業内容を工夫し

実施する。

か所 （Ｈ27）    26 50 56 60 61 80

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

のべ

人数
（Ｈ27） 18,733 28,966 31,783 28,248 25,882 33,000

がん検診受診率   保健課 ％ （Ｈ27）  27.7 13.0 12.3 12.3 12.47
50

以上
少し遅れている

・集団健診

　　14日間4会場

・人間ドック検診

　　6医療機関

・医療機関検診

　　23医療機関

・受診勧奨：家庭訪問、電話、通知郵送、

広報、きたひろネット放送

・がん検診の要精密検査対象者に受診勧奨

を行い、受診状況や受診結果を把握した。

検診受診者数：

　胃がん1,137人、大腸がん1,591人、

　肺がん1,462人、子宮頸がん653人、

　乳がん645人

・特定健診受診勧奨に併せて、がん検診

受診勧奨も行う。

・前年度のがん検診受診者を整理し、受

診勧奨する。

・元気づくり推進事業等他の事業参加者

に受診勧奨する。

町内の休日・夜間の救急

医療機関
  保健課 機関数 （Ｈ28）     ３ 3 3 3 3 継続 概ね順調

・在宅当番医制運

営事業委託

・安佐地区病院群

輪番制病院運営事

業委託

・救急病院運営事

業補助金（町内3

医療機関）

・在宅当番医制運営事業の委託費を増額

した。

（対応可能医療機関の負担軽減のため）

・休日・夜間の救急医療体制が確保でき

た。

・広島広域都市圏救急相談ｾﾝﾀｰ＃7119を

継続し、救急医療対応医療機関の負担を

軽減する。

１２週以降の妊娠届出数

（母子健康手帳の早期

交付）

  保健課 ％ （Ｈ26）    2.6 8.0 10.4 8.8 6 0 目標達成が困難

・母子健康手帳の

交付（保健課、保

健センター、子育

て支援センター）

・母子健康手帳の交付場所を拡充し、子育

て支援センター（ネウボラきたひろしまサ

ブ拠点4か所）でも交付した。

・ホームページやネウボラきたひろしまア

プリ等において、早期交付を周知した。

・母子健康手帳交付99人

 （12週以降届出6人）

・高校生への性教育（依頼時）や、中学

生への命の授業などの機会に、妊娠届け

出の必要性や大切さについて講義する。

・経産婦には家族計画について面談時に

説明する。
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元気づくり開催か所数・

参加人数
  保健課 概ね順調

・集会所コース

：後期１か所

・元気リーダーコ

ース：令和２年度

末60か所

・令和２年度末時点で、81.6％（129/158

行政区）の地域で実施している。

・広報取材のため、実施会場に町担当者が

出向き、参加者に取材し、毎月記事を掲載

した。

・延25,882人が参加した。

・延参加者数は前年度比減少したが、

全61会場は中止することなく継続できて

いる。

・令和３年度の集会所コースは2か所開

催予定。

・委託業者と連携し、元気リーダーコー

スを維持する。

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性



 令和2年度実施事業　成果指標進捗状況調書

（２）高齢者福祉の推進

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

介護認定率   保健課 ％ （Ｈ27）   23.7 23.4 23.7 23.8 24.1 22.2 －

認知症サポーター数

（のべ人数）
  保健課 人 （Ｈ28 )3,303 4,104 4,827 5,452 5,634 6,000 概ね順調

認知症について正

しく理解し、認知

症の人とその家族

を温かく見守り、

応援する人「認知

症サポーター」の

養成を行う。

R2年度の受講者数は182人。一般の方に11

回実施し、110人。キッズ（小中高生）に

4回実施し、72人。

新型コロナウイルスの感染拡大により、

例年通りの講座の開催ができなかった。

新型コロナウイルスの感染状況をみなが

ら、既存の団体等と連携し実施していく

キッズは、引き続き町内の小中高生に実

施していく。オンラインでの講座も可能。

介護予防ボランティアの

養成人数

（実人数）

  保健課 人 （Ｈ27）     42 64 40 17 0 200 目標達成が困難

介護予防の知識及

び活動について講

座を受けて、介護

教室のボランティ

アや担い手の育成

を行う。

新型コロナ感染拡大により、講座の実施を

中止。

活動する介護教室も人員を最低限にして

実施しており、活動の場もなかった。

講座の開催を中止。

学び塾での人材育成の講座に介護予防の

内容も取り入れ、活動する人材を増やし

たい。

地域包括ケア推進のため

の在宅医療・介護推進会

議回数

  保健課 回／年 （Ｈ28）       2 1 3 3 1 4 少し遅れている

北広島町民が住み

慣れた地域で自分

らしい暮らしを続

けることができる

よう、医療と介護

が連携して、切れ

目のない提供体制

を構築するために

、医療・介護の関

係者による会議や

研修を行う。

新型コロナウイルス感染症の対応につい

て、

医療と介護で情報共有、対応の検討を行っ

た。

新型コロナウイルスの感染拡大により、

研修会等ができなかった。

引き続き、医療・介護の関係者による連

携会議や研修会を実施していく。

認知症カフェの開設か所数   保健課 か所 （Ｈ28）       1 2 2 2 0 12 少し遅れている

認知症カフェを開

催する際に、準備

金として補助金を

交付する。

認知症カフェを開設する際に、立ち上げの

支援を行ってきたが、新型コロナ感染拡大

により、既存のカフェの開催も中止されて

いた。そのため、新たに開設の立ち上げ支

援を行うことができなかった。

R元年度に開設準備をしてR3年度から

開設する予定であった2か所のカフェは、

全く開催できていない。

新たに認知症カフェの開設に興味のある

人や団体等があれば、立ち上げ支援を行

っていく。

既存カフェも再開に向けて支援を行って

いく。

（３）障害者福祉の推進

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

地域生活支援拠点等の整

備か所数
  福祉課 か所 （Ｈ28）        0 0 0 0 0 1 概ね順調

町内に地域生活支

援拠点を整備
町内事業所と事業実施に向けて調整

町内事業所と調整を図り、R３年度から

事業実施となった。

町内事業所と委託契約を締結し、事業実

施

福祉施設からの一般就労へ

の移行者数
  福祉課 人 （Ｈ25）       0 2 4 2 2 2 完了

福祉施設利用者の

一般就労への支援

就労移行支援事業所、ハローワーク等との

連携
完了

既存の就労支援事業所や広島県障害者

就業・生活支援センター、ハローワー

ク等と連携していく。

放課後等デイサービス事業

所の参入か所数
  福祉課 か所 （Ｈ28）       0 0 1 2 2 1 完了

サービス提供事業

所の新規参入
事業所と連携し、サービス提供支援 完了

引き続き、事業所と連携しサービス提供

を行う。

（４）地域福祉の推進

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

地域福祉計画の策定   福祉課 ― － － 意識調査 計画策定済み 策定完了 完了
地域福祉計画の策

定

地域福祉計画策定委員会を開催し、計画を

策定済み
完了

地域福祉計画を基に、今後、社会福祉協

議会が策定する地域福祉活動計画と連携

２．みんながお互いを尊重し合えるまちづくり

（１）人権が尊重され差別のない社会の実現

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

人権教育・啓発プランの策定   町民課 ― 策定中 策定中
プラン本体

策定済

推進委員会

設置要綱策定
策定完了 遅れている

人権教育・啓発推進

プラン

北広島町人権対策推進委員会設置要綱を

策定
委員会の開催方法等が課題 北広島町人権対策推進委員会の開催
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指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性



　

（２）男女が共に活躍できる社会の実現

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

政策・方針決定過程への女

性の参画割合
  町民課 ％ （Ｈ28）   24.1 28.90 25.50 28.40 29.60 30 遅れている

審議会等委員への女

性の登用調査
審議会等委員への女性の登用調査を実施 継続して調査を実施 審議会等委員への女性の登用調査を実施

男女共同参画セミナー参加

率（全町民あたり）
  町民課 ％ （Ｈ28）       1 0.10 0.10 0.40 0.00 3 目標達成が困難

男女共同参画セミ

ナー

新型コロナウイルス感染拡大防止のため

講演会を中止した。
参加者を増やすための施策

10月頃、2地域で男女共同参画セミナー

を開催予定

※会議後に下線部分の記載を追記

  施策分野Ⅳ　やすらぎと便利さを感じられるまち

１．生活の利便性が確保されたまちづくり

（１）地域の拠点づくりとネットワークの形成

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

計画的な土地利用の前提と

なる地籍調査の進捗率
  管財課 ％ （Ｈ27）   74.83 75.27 75.45 75.62 75.70 77.18 少し遅れている

都市計画区域内の用途地

域見直し
  建設課 ― 一部見直し済 見直し完了 見直し完了 完了

都市再生整備計画の進捗

率
  建設課 ― 実施中 実施中 実施中 実施中 100% 概ね順調

（２）交通環境の整備と移動に係る利便性の確保

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

北広島町道路整備計画に

基づく町道整備率
  建設課 ％ （Ｈ28）   72.1 72.20 72.20 72.22 72.84 74 目標達成が困難 道路改良 町道５路線を工事

予算不足であるため、整備率が上がら

ない。

限られた予算の中で引き続き、生活利便

性の向上を図る。

町内公共交通利用者数
  まちづくり

  推進課
人 （Ｈ25)220,000 247,890 235,056 246,186 239,371

232,000

（Ｈ31）
概ね順調

町内公共交通再編

事業

地域公共交通再編計画に基づくダイヤ

改正、利用実態に応じた運行形態の変

更（不定期運行）・ダイヤ改正を実施

・利用実績の応じた運行形態の変更・

　ダイヤ改正

・車両の小型化の実施

・地域公共交通再編計画に基づく再編の

 実施

・利用実態に応じた再編の実施

（３）情報通信技術の基盤整備と利活用の推進

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

きたひろネット加入率   総務課 ％ （Ｈ28）   66.5 67.9 67.9 68.1 68.0 70 概ね順調 加入促進 防災無線廃止に伴う新規加入者の促進 計画どおり
防災無線廃止に伴う新規加入者の促進を

継続

データ放送の導入   総務課 ― 導入完了 導入完了 導入完了 導入完了 導入完了 完了

※会議後に下線部分の記載誤りのため修正（72.23⇒72.84）

２．自然と調和した暮らしと景観を守るまちづくり

（１）自然環境の保全と良好な生活環境の維持

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

固形一般廃棄物（家庭系

）の排出量の削減率
  町民課 ｔ （Ｈ27） 2,731 2,764 2,812 2,843 2,916 5％削減 遅れている

資源ごみリサイク

ル町民総ぐるみ運

動事業

取組団体：61団体

収集量：383t
社会状況の変化への対応等

分別モデル事業の推進

取組団体の募集

事業系一般廃棄物の排出

量の削減率
  町民課 ｔ （Ｈ27）2,091 2,109 2,131 1,977 1,953 5％削減 概ね順調

多量排出事業所へ

の訪問指導等
コロナ禍のため中止 事業所の理解、協力

大規模老人福祉施設

大型スーパーでの実施

野生生物保護区の設置数   生涯学習課 か所 （Ｈ28）       1 1 1 1
７

（２件）
5 概ね順調 生物多様性審議会 八幡湿原６か所の指定

目標値の数は達成したが、さらに保護区

の設定ができるか検討する。

指定の実効性を持たせるための取組を

検討

（２）北広島らしい美しい景観の継承

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

指定地外のテングシデ自生

地の買収・買収地の立木補

償割合

  生涯学習課 ％ （Ｈ28）       0 100 完了 100 100 完了
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指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

地籍調査

国調修正

寺原の一部、川井の一部の地籍調査を

実施
認証請求の未請求地区の早期解消

大朝の一部、川戸の一部、寺原の一部、

川井の一部、蔵迫の一部の地籍調査を

予定（一筆地調査は蔵迫の一部、川井

の一部を予定）

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性



 令和2年度実施事業　成果指標進捗状況調書

（３）水を大切にする暮らしの維持

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

管路更新計画策定   上下水道課 ― 策定完了 策定完了 完了

千代田・大朝・新庄浄化

センターの長寿命化計画

の実施割合

  上下水道課 ％ （Ｈ28）  71.0 70.00 82.60 95.10 100 100 完了
老朽化した機器の

更新工事
予定通り更新工事完了 目標値達成

新たな老朽化対策事業としてストック

マネジメントに取り組む。

汚水最適処理の実施割合   上下水道課 ％ （Ｈ27 ） 88.4 89.70 89.90 89.90 90 96 遅れている
小型合併浄化槽の

普及促進
町広報、町ＨＰ等を通じ普及啓発

微増傾向にはあるが目標値には届いてい

ない。

Ｒ２年度に引き続き普及啓発に取り組

む。

３．地域で共に助け合う安全・安心のまちづくり

（１）災害や緊急時に強い地域社会の実現

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

住民・自主防災組織・幼少

年女性防火クラブ員の参加

人数

（のべ人数）

  危機管理課 人 （Ｈ26） 5,000 9,612 9,933 15,445 10,935
25,000

(H27-R元)
概ね順調

防火・防災講習及

び訓練の実施

自主防災組織、自治会、学校でのまちづ

くり出前講座

自主防災組織等連絡会の開催

幼少年女性防火クラブ員への防火防災講習

事業所への消防訓練指導

自主防災組織等の行動に結びついてい

るか確認できていない。

・身の回りの危険を知り、危険を察知し

、行動できることを目標項目として防火・

防災講習を行う。

・安全な避難場所を日頃から確認してお

き、災害種別に応じた避難行動をとるよ

う講習する。

救急救命講習の受講者数

（年間受講者数）
  消防本部 人 （Ｈ27）1,950 2,527 2,136 1,924 1,257 2,500 遅れている

救急講習会等の実

施
各事業所や学校等で講習会を実施

新型コロナウイルス感染防止対策によ

り講習会等が制限されたため実績値が

減少となった。

新型コロナウイルスの感染状況を見据え

つつ町民に広く救急講習会の必要性を呼

びかける。

（２）安全な暮らしの確保

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

交通事故件数   総務課 件 （Ｈ27）     43 39 34 28 15 30 概ね順調

交通事故死者数   総務課 人 （Ｈ27）       0 1 1 0 0 0 概ね順調

  施策分野Ⅴ　住民と行政が一体となって未来を創造するまち

１．町民の視点に立った協働のまちづくり

（１）町民と行政による協働のまちづくり

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

集落活性化支援地域数
  まちづくり

  推進課
か所 （Ｈ26）       7 2 1 5 6

のべ 20

(H29-R3)
概ね順調 地域協議会等

地域協議会を軸に地域活性化に取り組む団

体を支援する。

地域によって、実施状況に差が出てき

ている。

地域協議会を中心に、各地域の実施につ

いて行政と協働して推進していく。

ワークショップ参加者数
  まちづくり

  推進課
人 （Ｈ28）     94 282 290 310 322 200 概ね順調 地域協議会等

少人数でも回数を増やし、地域に沿った内

容で集まりやすい会議を開催

集まることが出来ない中で活動が停滞

している。

Web会議の活用等地域の話し合いができ

る環境づくりを支援していく。

ふるさと寄附金額
  まちづくり

  推進課
万円 （Ｈ27）3,670 1,479.3 1,902.0 1,116.1 3,880.6 10,000 少し遅れている

ふるさと寄附金

事業

返礼品目の登録数の増

サイト内特設ページの開設

返礼品新規登録により寄附金増にむす

びついた。

商工会、観光協会等関係機関と連携した

新たな返礼品登録、開発

２．健全な行財政運営によるまちづくり

（１）健全な行財政改革

基準値 実績値 目標値 R２年度末

（年度） Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 進捗状況

適正な定員管理と適正配置

の設定（総職員数）
  総務課 人 （Ｈ28）    337 336 324 300 287 326 概ね順調 適正な定員管理 組織定数の見直し 計画より早く削減できている。

業務量を確認しながら組織定数を整理し

ていく

所得税・住民税の電子申告

システム導入
  税務課 ― 導入完了 導入完了 導入完了 完了

公共施設等総合管理計画

の個別計画策定
  管財課 ― 作成中 作成中 作成中

個別施設計画

の策定完了

個別施設計画

の策定完了
完了

P19 P20

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

テント村・フラッ

グリレー
交通安全啓発 事故件数の減少 事故ゼロを目指して一層の啓発を継続

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性

指　　標 担当課 単位 主な事業 Ｒ２年度の取組状況 成果及び課題 R３年度の取組の方向性



　

事　業　名 　担い手育成総合事業 担当課名 事 業 概 要

■ 方向１　健康づくり・元気づくりの促進と地域づくりを担う人材の育成
　

事 業 始 期 　令和元年６月 事業終期 令和４年３月

令和２年度 令和３年度
決算見込み 当初予算
（２年目） （３年目）

事 業 費 8,546千円 6,550千円 

交付金充当額 3,640千円 3,275千円 

事業の目的 　

事 業 概 要

令和２年度

の取組と課題

重要業績評価指標  １．人材育成プログラム受講者の満足度の向上
（ＫＰＩ） 事業開始前 令和元年度 令和３年度 KPI増加分

（計画時点） （１年目） （３年目） （累計）

- 60% 10% 80%

- 91.9%

 ２． 地域におけるワールドカフェ等の参加者の増加数
事業開始前 令和元年度 令和３年度 KPI増加分

（計画時点） （１年目） （３年目） （累計）

200人 50人 150人 300人

- 81人

 ３． 地域活動団体等における活動実施件数の増加
事業開始前 令和元年度 令和３年度 KPI増加分

（計画時点） （１年目） （３年目） （累計）

4件 ６件 10件 24件

- ６件

令和２年度の事業評価

（町による内部評価） ・ 新型コロナウイルスによる影響はあるが計画通り事業を継続している。

・ 年度ごとにきたひろ学び塾を起点とした新たな地域活動が発生している。

・ 受講者の満足度が前年比を上回っている。

今後の取組

Ｐ21 Ｐ22

-1件実績値（増加分）

KPI

10%目標値（増加分）

（２年目）

令和２年度

（２年目）

目標値（増加分） 100人

実績値（増加分） 24人

令和２年度

（２年目）

目標値（増加分） ８件

令和２年度地方創生交付金対象事業（評価シート）

まちづくり推進課  ２．事業の特色

令和元年度
決算

（１年目）

16,368千円 31,464千円 

8,184千円 15,099千円 

　一人ひとりが地域課題に関心を持ち、みんなで地域づくりをするという意識を持つことで、将

来的に地域で活躍する複数人のキーマンを育成する。

 １．事業概要 　新型コロナウイルスの影響により、従来のスタイルである「一会場集合型」のプログラムの開

催が困難となった。それに伴い、プログラムの中止や当初計画の大幅な変更を余儀なくされた。

そのような状況の中、新たな取り組みとして、WEB会議システムを活用した「サテライト型」の

プログラムを実施した学部もある。また、会場を屋外とするなど各学部が工夫を凝らし、令和２

年度は４つの学部が合計9回のプログラムを実施した。プログラムの内容は、「実りと活力創造学

部」による「有害鳥獣対策における箱わな貸出制度および活用の実際」・「やすらぎ便利さ創造

学部」による、芸北中学校と大朝中学校の生徒を対象とした「防災講座」・「官民一体の未来創

造学部」による「地域リーダー育成講座」および同学部による「行政制度を活用した地域インフ

ラの修繕技法を学ぶ講座」である。受講者数は延べ200人に至る。いずれのプログラムでも受講者

アンケートを実施し、98.9％の参加者が参加したプログラムの内容について「満足」との回答をし

ている。

　また、令和２年度の成果として、実際に地域のインフラ整備に取り組んだ受講者グループの出

現や、制度活用事例数の増加および地域団体の意見交換の場の確立等が挙げられる。

実績値（増加分） 8.10%

令和２年度
KPI

拠点を「北広島町まちづくりセンター」へ移し、各プログラムの継続と平行して、地域づくりに

係る知識・技術・仲間が集まる場としてのシステムを構築していく。

 １．計画の進捗状況  適切である

総合戦略における

基本目標

　■ 基本目標４　地域資源を生かした活力あふれる暮らしの創出　 

計

北広島町は長期総合計画において当町がめざすまちの将来像として『新たな感動・活力を創る北広島

～ひとのチカラがあるれるまち～』を掲げている。そして重点方針を『地域に根付き、未来を担うひ

とづくり』としている。「きたひろ学び塾～With」は『「学びから始まるひとづくり」の活動によ

る、持続可能な地域社会』を理念に、「次世代を担う地域リーダーの育成」に向けた取り組みとして

令和元年度から本格稼働した。

 2．事業の効果

KPI

 成果があった

「学びから始まる人づくり」の活動による

持続可能な地域社会
これからもずっと元気な「きたひろしま」で在るために…

持続可能なコミュニティの実現
学ぶことを通じて地域の課題を知る。

地域に関心を持つことが、地域の活性化につながる第一歩となる。

守り、はぐくみ、伝えたい

地域への愛着醸成
住民が自ら行動することにより、地域の新しい魅力を発見したり作り出すことができる。

それにより地域のことがもっと好きになる。

みんなで持ち寄る知恵とワザ、みんなで取り組む「まちづくり」

多様なつながりの創出
『きたひろ地域づくりプラットフォーム』すなわち人や情報を結びつける土台を形成すること

により、『自発的な地域づくり』の仲間の輪が広がる。

（1）事業のねらい

（2）事業のねらいと効果

横断的な取組みの推進

■公の組織が相互に繋がることにより、職員それぞ

れの知識や経験を活用する。

■職員間で情報を共有する。

地域への関心の向上と

地域課題の共有
■地域課題の解決に取り組もうとする人材の育成

のために、必要な知識・技術の習得を後押しする。

■地域の課題を『自分事』として認識し、地域住民

や公の組織が情報を共有できる環境を整備する。

地域における取組みの

活性化
■学びを通じて地域課題に取り組む人材を育成す

る。

■『きたひろ学び塾』で習得した知識・技術を活用し

た地域での取組みを活性化させる。

人のつながりと

情報共有の場の創出

■民と民、官と官、そして民と官が連携することによ

り、『きたひろ地域づくりプラットフォーム』の機能を

円滑かつ効果的に発揮させる。

「きたひろ学び塾～With」は長期総合計画の5つの施策分野に基づき、「5学部6プログラム」で構成されて

いる。この5つの学部のいずれかに各支所や消防本部を含む全課が振り分けられ、行政組織全体での取り組

みを展開している。

■「きたひろ学び塾～With」は全ての部署が連携して行う事業である。

■学部運営やプログラムの企画・運営において、現在の所属課に囚われず、こ

れまでの業務で培ってきた知識や技術を活用できる場となる。

■官民連携にとどまらず、課や職員間の連携による「協働のまちづくり」が期

待できる。

■「きたひろ学び塾～With」はそれらの人と知識・技術・情報をつないでいく

共有の場(プラットフォーム)の役割を果たすことができる。



　

　担い手育成総合事業スポーツをキーワードとした地方創生事業 担当課名 令和２年度

の取組と課題

■ 方向１　ひとを呼び込む「きたひろしまの魅力」発信

　

　令和元年４月 事業終期 令和４年３月

令和２年度 令和３年度
決算見込み 当初予算

（２年目） （３年目）

27,344千円 31,131千円 

13,672千円 15,565千円 

重要業績評価指標  １．本町の入れ込み観光客数の増加

（ＫＰＩ） 事業開始前 令和元年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 KPI増加分

（計画時点） （１年目） （３年目） （４年目） （５年目） （累計）

1,743千人 10千人 30千人 30千人 30千人 120千人

- -48千人

 ２． 本町の観光消費額の増加

事業開始前 令和元年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 KPI増加分

（計画時点） （１年目） （３年目） （４年目） （５年目） （累計）

28億円 0.5億円 1.5億円 1.5億円 1.5億円 6億円

- -2.5億円

 ３． 北広島町スポーツコミッションが創出する新規雇用人数

事業開始前 令和元年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 KPI増加分

（計画時点） （１年目） （３年目） （４年目） （５年目） （累計）

0 0人 １人 ０人 ０人 ２人

- 0人

令和２年度の事業評価

（町による内部評価）

今後の取組

Ｐ23 Ｐ24

実績値（増加分） ０人

 １．計画の進捗状況  概ね適切である

（２年目）

36,222千円 

　地域に根付く地域スポーツや、自然・文化・食などの地域資源を活用し、交流・関係人口の拡大

による地域経済の活性化と、町民のスポーツとの触れ合いを通じて、「生きがい」や「やりがい」

を感じることのできる地域活性化を促進する。

目標値（増加分） １人

実績値（増加分） -658千人

令和２年度

（２年目）

1億円

KPI

KPI

実績値（増加分）

目標値（増加分）

KPI

令和２年度地方創生交付金対象事業（評価シート）

まちづくり推進課

令和元年度
決算

（１年目）

計

総合戦略における

基本目標

事業の目的

事 業 概 要

13,970千円 72,445千円 

6,985千円 

　■ 基本目標２　キタを体感する交流・定住と次代を担うひとづくりの推進

目標値（増加分）

　■北広島町スポーツコミッション活動安定化業務　    委託金額：3,993,000円（税込み）

　委託先　：（一財）日本スポーツコミッション

   北広島町スポーツコミッションの創設に向けて、「スポーツをキーワードとしたまちづくり研修会」の３回の実施、スポー

ツ庁との意見交換会の開催、北広島町が創設予定のスポーツコミッションと類似の活動を実施しているスポーツコミッション

への視察とヒアリング調査、アウトドアスポーツに関連した実証実験のコーディネートとそれに伴う検討会を行った。

　■北広島町スポーツコミッション創設準備事業          委託金額：6,996,000円（税込み）

　委託先　：（一財）どんぐり財団

   北広島町スポーツコミッション創設に向けて、「スポーツを通じたまちづくり」の可能性についてYouTubeを活用したシン

ポジウムの開催、「北広島町=ソフトテニスのまち」をPRするためのプロモーションビデオ制作、スポーツを目的に北広島町

を訪れる来訪者の町内周遊を促進させるためのスポーツツーリズムの開発、北広島町の自然やスポーツ関連施設を有効活用し

たアクティビティの導入として熱気球とパラグライダーのデモンストレーション、「支えるスポーツ」に着目したスポーツボ

ランティアの育成研修会、合宿メニューの開発や宿泊施設と連携した宿泊プランの作成を行った。

　■スポーツをキーワードとしたまちづくりに関する町民アンケート調査業務       委託金額：2,992,000円（税込み）

　委託先　：(株)ジャパン総研

　スポーツをキーワードとしたまちづくり関連事業における成果指標の設定に活用するため、町民とスポーツについての関わ

りについて実態把握を行うためのアンケート調査を実施した。

　■スポーツ関連施設予約管理システム導入業務          委託金額：4,977,500円（税込み）

　委託先　：ソリマチ（株）

　利用者の利便性向上のため、また新型コロナウィルス感染症拡大防止の観点から、遠隔地から予約状況の確認や使用申請が

できるサービスを開始できるようスポーツ関連施設予約管理システムの構築及びシステムの提供。操作マニュアルの作成を

行った。

　■スポーツ施設等のバリアフリー化促進事業（繰り越し事業）

　豊平総合運動公園屋外トイレ改修・増築工事

   ① 工事設計業務：（有）池崎設計   　　  委託金額：1,595,000円（税込み）

　② 工事発注先：（株）竹下建設     　 請負金額（前払い金）：6,790,000円（税込み）

　豊平総合運動公園のソフトテニスコート側の屋外トイレのバリアフリー化を促進するとともに、新規に更衣室を整備するこ

とで利便性向上による利用者の拡大を図った。

　令和２年度事業では、スポーツをキーワードとしたまちづくりに関する町民アンケート調査により町民のスポー

ツに関する実態の把握に努めるとともに、スポーツをキーワードとしたまちづくり研修会やスポーツアクティビ

ティの体験型実証実験などを通じて、スポーツに関わる課題や今後の取組方針などについて町民やスポーツ関係団

体と意識の共有を図り、スポーツをキーワードとしたまちづくりを推進する意識醸成に取り組んだ。

　また、本町を訪れる来訪者の増加による地域や経済の活性化を目的とした本町のＰＲ動画の作成や、地域資源と

スポーツを融合したスポーツツーリズムの開発、コロナ禍におけるオンラインを活用した新たなスポーツ合宿の検

討などを行った。ハード面では、スポーツ関連施設の予約管理システムの導入や、多目的トイレの整備によるス

ポーツ施設のバリアフリー化、更衣室の設置などによる利用者の利便性の向上と、来訪者の町内周遊の拠点づくり

に取り組んだ。

　課題としては、コロナ禍におけるインバウンド需要や国内観光客数が減少しており、地域経済にも大きな影響を

及ぼしている。スポーツを通じた来訪者の増加を図るためには、コロナ禍に対応した、より安心安全な環境整備を

進めるとともに、障がい者や高齢者など誰もが安心してスポーツに親しめる社会環境の整備を推進することが必要

である。

　スポーツアクティビティの導入については、実証実験を通じて導入効果が高いことがわかったが、インストラク

ターの育成や器具の購入などに多額の費用が必要となるため、民間資本の活用など持続可能な体制整備が必要であ

る。

　官民が共同して、きたひろスポーツコミッションの運営に必要な人材などを育成するとともに、安定した財源を

確保するため、スポーツ合宿や大会誘致による収益増大のための事業に取組む。また、本町を拠点に活動するアン

プティーサッカーチームを中心に「障がい者スポーツ」を通じた交流人口の拡大、関係人口の増大を図ることを目

的にイベント等の活動を実施する。

　施設整備においては、豊平総合運動公園のソフトテニス観客席を屋根付きのものへと更新し、スポーツを

「観る」、チームを「支える」ことを目的とした来訪者、応援する人の利便性・安全性を向上させる。

事　業　名

事 業 始 期

事 業 費

交付金充当額

-8.3億円

令和２年度

令和２年度

（２年目）

20千人

・北広島町版スポーツコミッション（きたひろスポーツコミッション）の創設に向けての準備、北広島町の持つ地

　域資源を活かしたツーリズム及びアクティビティの検証ができ、年度内の設立となった。

・トイレのバリアフリー化による年齢や障がいに関係なく利用しやすい環境、更衣室の整備による合宿や試合など

　の主な来訪者である女性が快適に利用できる環境整備を行っている。

・コロナ禍の状況下ではあったがオンラインを活用したシンポジウムや研修会など、新たな手法での事業実施がで

　きたことで、より多くの人が参加できた。

・予約システムの導入は施設利用者の利便性に大いに貢献するものと考える。町内のスポーツ施設の予約状況を一

　覧でき、目的に沿って利用施設の選択肢の幅が増えることで、利用者の増加が期待できる。

 2．事業の効果  成果があった


